
 

 
 
 
 

 

２００８年２月７日 京都新聞 

記事のような更新料に関する

対応が報じられました。 

２００８年１月３０日の更新料返還訴訟での貸主・借主の

両当事者の弁護士がかかわっています。 
学生ハウジングでは「定額補修分担金」を使用する物件の

紹介はしていません。 
記事の案件ではこの分担金の訴訟は継続しています。 


